

























































































































　　 ただしオーストラリアは中欧・南欧の区分に入ると考えられる．日本は唯一 45 度の線より下に位置する．




































































































































7） ミュルダールのほか，リンダール（E. Lindahl），オリーン（B. Ohlin），ハマーショルド（D. Hammarskjöld），





































ギリスのF. プレースに始まるが，スウェーデンでは 1880 年に K. ヴィクセルが初めて主張した．スウェー
デンについての詳細は，藤田（2016）を参照．

































れる．1936 年において，LOが 75 万 7 千人余りの労働者を組織化にしていたのに対し，SAFに加盟する
企業が雇用する労働者は 32 万人余りであった．サルトシェーバーデン協定について使用者側組織の視点



































































13） さらに詳しくは Schmitter and Lehmbruch（1979）のとりわけ第 1章，第 2章を参照．
























1950―60 年代は成熟期，1970―80 年代は揺らぎの時期であり，1990 年は明らかな曲がり角を示
す年になったといえるだろう．それはスウェーデンの政治経済に関する 3つの大きな変化が重
なったことの指摘を通じて描写できる．
　第 1に，連帯的賃金政策の崩壊である．実のところ，連帯的賃金政策は 1980 年代から崩れ
つつあった．ブルーカラー労組として伝統的に高い組織率ときわめて大きな勢力をもっていた
LOであるが，高度成長期を経るなかで，ホワイトカラー労組であるTCOや専門職労組であ
る SACOが勢力を伸ばしていた．1983 年には国内での中央集権的 LO＝ SAFの団体交渉に
15） ネオ・コーポラティズム（「社会的コーポラティズム」）に関する代表的かつ包括的研究として，






　第 2に，1990 年の年末に経済バブルの崩壊が起こった．これは 1980 年代半ばからの金融規
制緩和に伴って生じていた不動産バブルが弾けたことによるもので，翌年から 1993 年まで
GDPのマイナス成長が続くことになった．スウェーデンにおいて，この経済ショックは後年
のリーマン・ショックよりも大きく，財政赤字が急激に膨らんだ（OECD 2011, 70）．1994 年
から経済は GDP成長率では好調さを取り戻し，やがて赤字財政から黒字財政への転換も果た























16） 1990 年代以降のスウェーデンにおける全般的な政策変化については，Freeman et al. (2010)を参照．
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2．賃金交渉の個別化









合意」）が新たに決定されたのである．現在，この合意は 580 の団体交渉のうち約 130 に適用

























































スウェーデンでは 1951 年にその方向性が LOのエコノミストによって経済戦略的・理論的に
提示され，先駆的に実現されたからである．レーン＝メイドナー・モデルと呼ばれる連帯的賃
金政策と積極的労働市場の組み合わせは，ケインズ政策とは別個の供給サイドからの完全雇用
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